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【認知症対応型共同生活介護】 

○ 夜勤職員の配置 

問 29 今回の基準改正により、認知症対応型共同生活介護事業所の夜間及び

深夜の勤務を行う介護従業者について、共同生活住居ごとに必ず１名を配

置することとされたが、経過措置は設けられないのか。 

（答） 

  今回の基準改正に伴い、平成 24 年４月１日以降、認知症対応型共同生活

介護の夜間及び深夜の勤務を行う介護従業者について、共同生活住居ごと

に必ず１名を配置しなければならないこととなるが、経過措置を設けるこ

とはしていない。 

なお、平成 24 年４月１日以降、厚生労働大臣が定める夜勤体制の基準（認

知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居ごとに１以上）を満たさな

かった場合は、介護報酬が減算（所定単位数の 97％）されることとなる。 

 

 

問 30 ３つの共同生活住居がある認知症対応型共同生活介護事業所の場合、

夜勤職員を３名配置する必要があるのか。 

（答） 

３つ以上の共同生活住居がある認知症対応型共同生活介護事業所であっ

ても、各共同生活住居ごとに夜勤職員の配置が必要であるため、３名の夜

勤職員を配置する必要がある。 

なお、事業所の判断により、人員基準を満たす夜勤職員を配置したうえ

で、さらに宿直職員を配置する場合は、「社会福祉施設における宿直勤務

の取扱いについて」（昭和49年8月20日社施第160号）に準じて適切に行う

ことが必要である。 

 

○ 短期利用共同生活介護費 

問 31 利用者に対し連続して 30 日を超えて短期利用共同生活介護を行って

いる場合において、30 日を超える日以降に行った短期利用共同生活介護

については、短期利用共同生活介護費は算定できないが、その連続する

期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合はどのよ

うに取り扱うのか。 

（答） 

  当該期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合は、

その期間を含める取扱いとなる。 

 


